
京都市職員共済組合公告第 ７ 号 

 

 平成２２年度京都市職員共済組合変更事業計画及び予算は次のとおりです。 

  平成２２年１１月３０日 

京都市職員共済組合 
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１　地方公務員等共済組合法施行規程第25条第１号に規定する事項

(1) 組合に属する地方公共団体の数　　１

(2) 組合員数
年度

種　別

(3) 介護保険第２号被保険者数
年度

種　別

(4) 被扶養者数
年度

種　別

(5) 給料月額（短期）
年度

種　別

(6) 介護保険第2号保険者の給料月額
年度

種　別
－ 3,458,784千円

－ 3,840千円
－ 3,462,624千円

4,377,512千円

545,218千円

平成21年度 平成22年度

0千円 3,840千円
4,381,352千円4,621,288千円

4,621,288千円

経理単位名

各経理共通

特定消防組合員

合計

合計

特定消防組合員

任意継続組合員

一般 組 合 員等

市長組合員
一般 組 合 員

－

1,737人1,767人

平成22年度

1.21人

8,350人

平成21年度

13,787人

－ 9人

1,112千円

平成21年度

14,059人

任意継続組合員

計

合計

平均被扶養者数（全組合員）

計

4,043,959千円

任意継続組合員

任意継続組合員

計

一般 組 合 員等

－

10人

－

－
13,797人

8,341人

※Ｈ22.11までは「市長組合員」は「市長長期組合員」，「一般組合員」は「長期組合員」，
「特定消防組合員」は「特定消防長期組合員」

平成22年度

14,059人

1,112千円

576,217千円

平成21年度 平成22年度

3,831,182千円

事　　　業　　　計　　　画　　　概　　　況

概　　　　　　　要

1人
12,049人

1人
12,291人

市長組合員
一般 組 合 員

平成21年度 平成22年度



経理単位名

事　　　業　　　計　　　画　　　概　　　況

概　　　　　　　要

(7) 期末手当等の額の推計（短期）
年度

種　別

(8) 介護保険第2号保険者の期末手当等の額
年度

種　別

２　地方公務員等共済組合法施行規程第25条第２号に規定する事項

(1) 組合の役員の数
年度

区分
11 人 0 人 11 人役　　員

22年度末

－ 8,646,960千円

22年度当初 22年度中の異動

－ 0千円任意継続組合員
合計

一般 組 合 員等 －

平成21年度 平成22年度

8,646,960千円

計 24,000,718千円 22,370,811千円

特定消防組合員 2,977,977千円 2,768,375千円

5,400千円 5,400千円
21,017,341千円 19,597,036千円

平成21年度 平成22年度

各経理共通

一般 組 合 員
市長組合員



地方公務員等共済組合法施行規程第25条第3号に規定する事項

(１)給料に対する掛金と負担金の割合

①短期給付 （単位：‰）

掛金 負担金 計 掛金 負担金 計 掛金 負担金 計

1.69375 1.69375 3.3875 2.45 2.45 4.9 49.29375 49.29375 98.5875

1.355 1.355 2.71 1.96 1.96 3.92 39.435 39.435 78.87

－ － － － － － 98.5875 － 98.5875

②介護給付 （単位：‰）

掛金 負担金 計 掛金 負担金 計

－ － － 5.625 5.625 11.25

－ － － 4.5 4.5 9

－ － － 11.25 － 11.25

（２）期末手当等に対する掛金と負担金の割合

①短期給付 （単位：‰）

掛金 負担金 計 掛金 負担金 計 掛金 負担金 計

1.355 1.355 2.71 1.96 1.96 3.92 39.435 39.435 78.87

1.355 1.355 2.71 1.96 1.96 3.92 39.435 39.435 78.87

②介護給付 （単位：‰）

掛金 負担金 計 掛金 負担金 計

－ － － 4.5 4.5 9

－ － － 4.5 4.5 9

(３) 給料に対する公的負担金の割合 （単位：‰）

(４) 期末手当に対する公的負担金の割合 （単位：‰）

事　　　業　　　計　　　画　　　概　　　況

概　　　　　　　要

 市長組合員

任意継続組合員

平成21年度

一般組合員・特定消防組合員

平成22年度（～11月）
区分

0.2625

平成22年度（～11月）

0.21

 市長組合員

区　　分

※Ｈ22.11までは「一般組合員・特定消防組合員」は「長期組合員・特定消防長期組合員」，
「市長組合員」は「市長長期組合員」

平成22年度（12月～）

一般組合員・特定消防組合員

区分

※Ｈ22.11までは「一般組合員・特定消防組合員」は「長期組合員・特定消防長期組合員」，
「市長組合員」は「市長長期組合員」

区分

 市長組合員

 市長組合員

一般組合員・特定消防組合員

平成21年度 平成22年度（～11月） 平成22年度（12月～）

区分
平成22年度（～11月） 平成22年度（12月～）

一般組合員・特定消防組合員

任意継続組合員

経理単位名

平成22年度（12月～）

平成21年度 平成22年度

0.375

0.3

一般組合員・特定消防組合員

市長組合員

短期経理

区　　分 平成21年度 平成22年度
一般組合員・特定消防組合員 0.21 0.3

 市長組合員 0.21 0.3



事　　　業　　　計　　　画　　　概　　　況

概　　　　　　　要経理単位名

(５) 給付額の推計 （単位：千円）

B - A

0

130,405

0

0

0

130,405

(６) 拠出金の推計 （単位：千円）

B - A

0

0

0

0

0

0

94,043

94,043

(７) 資金計画 （単位：千円）

ア　収支状況見込

560,964560,964前期高齢者納付金 0 0

0

0

368,931

0

短期経理

科　　　目 科　　　目金　額

合計 198,597 329,002

後期高齢者支援金 537,188

274,888

短期掛金

介護掛金 136,189 次年度繰越支払準備金

業務経理へ繰入

短期負担金

136,189

1,825,459

金　額

1,825,459

1,044,363

収　　　　　入 支　　　　　出

合計 274,888

介護負担金

0

0

0

0

1,434,199 給付金

201災害給付 0

0 0

0

 平成22年度
(～11月)　Ｂ

 平成22年度
(12月～)　Ｃ区　　分 平成21年度Ａ

329,002

保健給付

休業給付 198,597 329,002

690,107

区　　分

附加給付

一部負担金払戻金

0

0

平成21年度Ａ

105,604

0 12,263

 平成22年度
(～11月)　Ｂ

0 12,790

1,044,363

 平成22年度
(12月～)　Ｃ

105,604

C - B

0 2,5880 2,588

368,931

老人保健拠出金

退職者給付拠出金

0

連合会拠出金

0 250,184

368,931

介護納付金

病床転換支援金

拠出金

2,500

イ　本年度末の資産については，流動資産4,686,846千円，合計4,686,846千円
となり，負債等については流動負債3,268,412千円，固定負債845,000千円，剰
余金573,434千円，合計4,686,846千円となるものと見込む。

4,292,553計 4,292,553 計

補助金

316,673

845,000

短期任意継続掛金 909

雑収入

育児・介護休業手当金交付金

介護任意継続掛金 104

4,421

845,000

当期利益金

C - B

690,107

0

事業外収益 13,000

573,310

1,407,790

201

12,263

12,790

715,361

1,456,528

537,188

0

250,184

0



地方公務員等共済組合法施行規程第25条第5号に規定する事項

 資金計画

ア　収支状況見込 （単位：千円）

計 95,429 計 95,429

委託費 54,218

支　　　　　出

その他の経費 17,860

当期利益金

短期経理・長期経理より繰入 35,423 事務費 18,739

科　　　目 金　額

収　　　　　入

雑収入等 237 旅費

事　　　業　　　計　　　画　　　概　　　況

経理単位名 概　　　　　　　要

業務経理

 イ　本年度末の資産については，流動資産37,898千円，固定資産23千円，合
計37,921千円となり，負債等については，流動負債0千円，剰余金37,921千
円，合計37,921千円となるものと見込む。

科　　　目 金　額

2,057

負担金 59,769 職員給与 2,555

－



地方公務員等共済組合法施行規程第25条第6号に規定する事項

（１）給料に対する掛金・負担金の割合 （単位：‰）

掛金 負担金 計 掛金 負担金 計

－ － － 3.175 3.175 6.35

－ － － 2.54 2.54 5.08

－ － － 6.35 － 6.35

（２）期末手当等に対する掛金と負担金の割合 （単位：‰）

掛金 負担金 計 掛金 負担金 計

－ － － 2.54 2.54 5.08

－ － － 2.54 2.54 5.08

（３） 事業の種類
　①健康診査
　　人間ドック，脳ドック，がん検診，婦人科健診
　②啓発活動
　　健康雑誌配布，医療費通知，福利厚生誌の発行，各種セミナーの実施
　③その他健康増進事業
　　保養所施設，会員制スポーツクラブ，歩こう会，体育事業助成
　④特定健康診査，特定保健指導

（４） 資金計画

ア　収支状況見込 （単位：千円）

平成22年度（～11月） 平成22年度（12月～）

5,680

施設収入 30,861 特定健康診査等費 28,907

補助金 60,000 委託管理費

経理単位名

負担金 93,735 職員給与 2,560

科　　　目 金　額

保健経理

収　　　　　入 支　　　　　出

 市長組合員

130,176掛金 83,869 厚生費

科　　　目

事　　　業　　　計　　　画　　　概　　　況

概　　　　　　　要

 市長組合員

任意継続組合員

区分
平成22年度（～11月）

一般組合員・特定消防組合員

平成22年度（12月～）

光熱水料

区分

金　額

一般組合員・特定消防組合員

45

70,171

普及費 1,863

負担金 1,800

268,465

イ　本年度末の資産については，流動資産94,901千円，固定資産361,406千円，その
他の資産2,100千円，合計458,407千円となり，負債等については，流動負債26,830千
円，剰余金431,577千円，合計458,407千円となるものと見込む。

減価償却費 14,093

当期利益金

8,170

修繕費 5,000

賃借料

計 268,465 計



地方公務員等共済組合法施行規程第25条第11号に規定する事項

１　貸付金の種類

（１）　住宅貸付（住宅貸付・災害貸付・在宅介護対応住宅貸付）

（２）　高額医療貸付（※平成２２年１２月１日より実施）

（３）　出産貸付（※平成２２年１２月１日より実施）

２　貸付金の利率

（１）　住宅貸付・・・・・・・・・・・・・・月利0.363333％

　　　（ただし，特例期間中　　　H22．4．1～H23．3．31　　0.221666％）

（２）　災害貸付・・・・・・・・・・・・・・月利0.3025％

　　　（ただし，特例期間中　　　H22．4．1～H23．3．31　　0.185％）

（３）　住宅介護対応住宅貸付・・月利0.341666％

　　　（ただし，特例期間中　　　H22．4．1～H23．3．31　　0.2％）

（４）　高額医療貸付・・・・無利息（※平成２２年１２月１日より実施）

（５）　出産貸付・・・・・・無利息（※平成２２年１２月１日より実施）

経理単位名

事　　　業　　　計　　　画　　　概　　　況

概　　　　　　　要

貸付経理



1 40,000千円 千円

　（施行規程第26条第2項第2号）

2

長期経理からの借入金 借入限度額 20,000千円 借入限度額 20,000千円

利　　　率　（年） 3.2% 4.1%

　（施行規程第26条第2項第3号）

3

貸付経理への貸付金 0千円 5,000千円

利　　　率　（年） 無利息

　（施行規程第26条第2項第3号）

4 0千円 4,421千円

   （施行規程第26条第2項第8号）

　地方公務員等共済組合法第25条の規定
により，余裕金の運用として行う有価証
券の取得の 最高限度額

   長期経理からの借入金最高限度額及び条件

平　成　22　年　度改正

3,000,000

短 期 経 理

予 算 総 則

　 貸付経理への貸付金最高限度額及び条件

事　　　　　　　　　　　項 平　成　22　年　度現行

   業務経理へ繰り入れる資金の最高限度額

貸付限度額

   ただし,特例適用期間中は
財政融資資金預託金利率によ
り別表1のとおり変動する。

別表1  平成22年4月1日～ 

 

 ※ 平成22年7月1日から平成22年12月31日→平成22年4月1日の財政融資資金利率 

 平成23年1月1日から平成23年6月30日→平成22年10月1日の財政融資資金利率 

財政融資資金預託金の利率 借入利率 

年4.1％以上 年4.1％ 

年2.4％超4.1％未満 基準日の財政融資資金利率（※） 

年2.4％以下 年2.4％ 



千円 千円 千円 千円

（ ）

473,484 685,604 2,869,822 2,184,218

473,484 685,604 2,869,822 2,184,218

0 0 690,107 690,107

198,597 316,673 329,002 12,329

0 0 201 201

0 0 12,263 12,263

0 0 2,588 2,588

0 0 105,604 105,604

0 0 560,964 560,964

0 0 537,188 537,188

0 0 0 0

0 0 250,184 250,184

0 0 12,790 12,790

274,887 368,931 368,931 0

0 0 4,421 4,421

0 0 4,421 4,421

0 0 845,000 845,000

0 0 845,000 845,000

0 0 573,310 573,310

0 0 551,012 551,012

0 0 22,298 22,298

473,484 685,604 4,292,553 3,606,949

退 職 者 給 付 拠 出 金

平成2１年度

決算額

老 人 保 健 拠 出 金

前 期 高 齢 者 納 付 金

後 期 高 齢 者 支 援 金

保 健 給 付

科　　　　　目

損 失

経 常 費 用

事 業 費 用

休 業 給 付

災 害 給 付

附 加 給 付

病 床 転 換 支 援 金

当 期 短 期 利 益 金

合　　　　　計

次年度繰越支払準備金

連 合 会 拠 出 金

次年度繰越支払準備金

介 護 納 付 金

一 部 負 担 金 払 戻 金

当 期 介 護 利 益 金

繰 入 金

業 務 経 理 へ 繰 入

当 期 利 益 金

短 期 経 理

予 定 損 益 計 算 書

改正

平成22年度

現行
現行比較増減

平成22年度



（ ）

473,484 685,604 4,292,553 3,606,949

274,887 368,931 3,117,880 2,748,949

147,453 197,670 1,434,199 1,236,529

0 0 136,189 136,189

127,434 171,261 1,407,790 1,236,529

0 0 136,189 136,189

0 0 909 909

0 0 104 104

0 0 2,500 2,500

198,597 316,673 1,161,673 845,000

198,597 316,673 316,673 0

0 0 845,000 845,000

0 0 13,000 13,000

0 0 13,000 13,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

473,484 685,604 4,292,553 3,606,949合　　　　　計

事 業 外 収 益
短期利息及び短期配当

金

事 業 収 益

短 期 負 担 金

雑 収 入

育児・介護休業手当金交付金

補 助 金 等 収 入

介 護 負 担 金

短 期 掛 金

介 護 利 息

利 益

経 常 収 益

介 護 任 意 継 続 掛 金

当 期 短 期 損 失 金

当 期 介 護 損 失 金

科　　　　　目

前年度繰越支払準備金

前年度繰越支払準備金

当 期 損 失 金

介 護 掛 金

短 期 任 意 継 続 掛 金

補 助 金

決算額 現行 改正

平成21年度
現行比較増減

平成22年度 平成22年度



平成２１年度 平成２２年度 平成２２年度

決算額

千円 千円 千円 千円

（ ）

1,526 124 4,686,846 4,686,722

1,494 124 966,215 966,091

0 0 2,000,000 2,000,000

0 0 1,597,272 1,597,272

0 0 13,000 13,000

32 0 0 0

0 0 110,359 110,359

1,526 124 4,686,846 4,686,722

（ ）

1,402 0 3,268,412 3,268,412

1,402 0 0 0

0 0 0 0

0 0 3,268,412 3,268,412

0 0 845,000 845,000

0 0 845,000 845,000

124 124 573,434 573,310

124 124 573,434 573,310

1,526 124 4,686,846 4,686,722

短 期 経 理

予 定 貸 借 対 照 表

合　　　　　計

流 動 負 債

合　　　　　計

貸 方

剰 余 金

未 払 金

支 払 準 備 金

利益剰余金又は欠損金(△)

改正
科　　　　　目 現行比較増減

普 通 預 金

現行

借 方

流 動 資 産

定 期 預 金

有 価 証 券

固 定 負 債

支 払 基 金 委 託 金

未 収 収 益

未 収 金

預 り 金

仮 受 金



1 100,000千円 100,000千円

　（施行規程第26条第2項第2号）

2 　人件費及び事務費の最高限度額 役員報酬 289千円 役員報酬 289千円

　（施行規程第26条第2項第4号） 職員給与 1,825千円 職員給与 2,555千円

旅 費 1,757千円 旅 費 2,057千円

事 務 費 15,828千円 事 務 費 18,739千円

3 年 額 3,306 円 年 額 4,250 円

　（施行規程第26条第2項第5号）

4 　短期経理からの繰入最高限度額 0千円 短期経理 4,421千円

　長期経理からの繰入最高限度額 長期経理 31,002千円 長期経理 31,002千円

　（施行規程第26条第2項第8号）

業 務 経 理

予 算 総 則

　地方公務員等共済組合法第113条第4項
に規定する組合の事務に要する費用の組
合員1人当たりの額

平　成　２　２　年　度　改　正事　　　　　　　　　　　　　項 平　成　２　２　年　度　現　行

　地方公務員等共済組合法第25条の規定
により，余裕金の運用として行う有価証
券の取得の 最高限度額



千円 千円 千円 千円

（ ）

63,137 77,742 95,429 17,687

63,137 77,742 95,429 17,687

45 289 289 0

1,003 1,825 2,555 730

1,067 1,757 2,057 300

11,786 15,828 18,739 2,911

37,097 41,191 54,218 13,027

61 17 17 0

1,863 2,167 2,727 560

0 1 1 0

2,503 4,057 4,057 0

0 113 113 0

654 618 618 0

0 1 1 0

7,047 9,866 9,866 0

0 1 160 159

11 11 11 0

0 0 0 0

0 0 0 0

63,137 77,742 95,429 17,687

（ ）

63,137 46,740 60,006 13,266

37,744 46,672 59,938 13,266

37,576 46,503 59,769 13,266

168 169 169 0

68 68 68 0

68 68 68 0

25,050 31,002 35,423 4,421

0 0 4,421 4,421

25,050 31,002 31,002 0

275 0 0 0

275 0 0 0

63,137 77,742 95,429 17,687

職 員 給 与

旅 費

科　　　　　目

合　　　　　計

事 業 外 収 益

利 息 及 び 配 当 金

利 益

経 常 収 益

事 業 収 益

負 担 金

当 期 損 失 金

短 期 経 理 よ り 繰 入

繰 入 金

業 務 経 理

予 定 損 益 計 算 書

普 及 費

経 常 費 用

事 業 費 用

調 査 研 究 費

平成22年度

現行

修 繕 費

事 務 費

諸 謝 金

平成21年度

決算額
現行比較増減

賃 借 料

委 託 費

損 失

役 員 報 酬

平成22年度

改正

負 担 金

連 合 会 分 担 金

雑 費

選 挙 費

減 価 償 却 費

合　　　　　計

当 期 利 益 金

当 期 利 益 金

長 期 経 理 よ り 繰 入

当 期 損 失 金

雑 収 入



千円 千円 千円 千円

（ ）

65,111 37,898 37,898 0

30,173 2,892 2,892 0

34,938 35,006 35,006 0

0 0 0 0

35 23 23 0

35 23 23 0

35 23 23 0

0 0 0 0

0 0 0 0

65,146 37,921 37,921 0

（ ）

27,020 0 0 0

26,892 0 0 0

128 0 0 0

38,126 37,921 37,921 0

0 0 0 0

38,126 37,921 37,921 0

65,146 37,921 37,921 0

資 本 剰 余 金

合　　　　　計

未 収 収 益

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

器 具 及 び 備 品

利 益 剰 余 金 又 は 欠 損 金
（ △ ）

剰 余 金

合　　　　　計

証 券 投 資 信 託

電 話 加 入 権

預 り 金

未 払 金

流 動 負 債

普 通 預 金

借 方

流 動 資 産

貸 方

現行比較増減

業 務 経 理

予 定 貸 借 対 照 表

科　　　　　目
平成21年度

決算額
平成22年度

現行
平成22年度

改正



職員給与 0千円 職員給与 2,560千円

旅 費 0千円 旅 費 0千円

事 務 費 0千円 事 務 費 0千円

保 健 経 理

予 算 総 則

平　成　22　年　度改正事　　　　　　　　　　　　　項 平　成　22　年　度現行

（施行規程第26条第2項第4号）

人件費及び事務費の最高限度額



千円 千円 千円

（ ）

0 198,294 198,294

0 2,560 2,560

0 130,176 130,176

0 28,907 28,907

0 5,680 5,680

0 45 45

0 5,000 5,000

0 8,170 8,170

0 1,863 1,863

0 1,800 1,800

0 14,093 14,093

0 70,171 70,171

0 70,171 70,171

0 268,465 268,465

（ ）

0 268,465 268,465

0 93,735 93,735

0 83,869 83,869

0 30,861 30,861

0 60,000 60,000

0 0 0

0 0 0

0 268,465 268,465

賃 借 料

保 健 経 理

予 定 損 益 計 算 書

科　　　　　目
平成２２年度

改正
現行比較増減

修 繕 費

委 託 管 理 費

平成２２年度

経 常 費 用

特 定 健 康 診 査 等 費

現行

職 員 給 与

厚 生 費

光 熱 水 料

当 期 利 益 金

普 及 費

負 担 金

合　　　　　計

当 期 利 益 金

減 価 償 却 費

施 設 収 入

損 失

合　　　　　計

負 担 金

当 期 損 失 金

当 期 損 失 金

補 助 金

掛 金

利 益

経 常 収 益



平成２２年度 平成２２年度

現行 改正

千円 千円 千円

（ ）

0 94,901 94,901

0 54,115 54,115

0 40,786 40,786

0 361,406 361,406

0 214,200 214,200

0 25,206 25,206

0 122,000 122,000

0 2,100 2,100

0 2,100 2,100

0 458,407 458,407

（ ）

0 26,830 26,830

0 26,830 26,830

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 431,577 431,577

0 361,406 361,406

0 70,171 70,171

0 458,407 458,407

前 受 金

合　　　　　計

資 本 剰 余 金

預 り 金

剰 余 金

利益剰余金又は欠損金(△)

保 健 経 理

予 定 貸 借 対 照 表

科　　　　　目

流 動 資 産

未 払 費 用

未 払 金

合　　　　　計

器 具 及 び 備 品

投 資 そ の 他 の 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

貸 方

流 動 負 債

固 定 資 産

土 地

建 物

現行比較増減

普 通 預 金

借 方

未 収 金



  

貸   付   経   理 

予   算   総   則 

 

事     項 平成22年度 現行 平成22年度 改正 

１ 長期経理からの借入最高
限度額 

借入限度額 15,160,605千円
利   率   年利 3.2％ 

ただし,特例適用期間中は財政
融資資金預託金利率により別
表１及び別表２のとおり変動す
る。 

借入限度額 15,160,605千円
利   率   年利 4.1％ 

ただし,特例適用期間中は財政
融資資金預託金利率により別表
２のとおり変動する。 

２ 短期経理からの借入最高
限度額 

 借入限度額  5,000千円 
利   率    無利息  

１．住宅貸付限度額 18,000千円 
貸付利率 月利 0.288333％ 
ただし,特例適用期間中は財政
融資資金預託金利率により別
表３及び別表４のとおり変動す
る。 

１．住宅貸付限度額 18,000千円 
貸付利率 月利 0.363333％ 
ただし,特例適用期間中は財政
融資資金預託金利率により別
表４のとおり変動する。 

２．災害貸付限度額 18,000千円 
(災害再貸付限度額 19,000千円) 

貸付利率 月利 0.24％ 
(激甚災害に係る災害貸付の 
据置期間中は，月利

0.156666%) 
ただし,特例適用期間中は財政
融資資金預託金利率により別
表３及び別表４のとおり変動す
る。 

２．災害貸付限度額 18,000千円 
(災害再貸付限度額 19,000千円) 

貸付利率 月利 0.3025％ 
(激甚災害に係る災害貸付の 
据置期間中は，月利

0.194166%) 
ただし,特例適用期間中は財政
融資資金預託金利率により別
表４のとおり変動する。 

３ 組合員貸付金の最高限度
額 

３．在宅介護対応住宅に係る１及 
び２の加算貸付金額の加算限 
度額             3,000千円 

   加算額に対する貸付利率 
0.266666％ 

ただし,特例適用期間中は財政
融資資金預託金利率により別
表３及び別表４のとおり変動す
る。 

３．在宅介護対応住宅に係る１及 
び２の加算貸付金額の加算限 
度額             3,000千円 

   加算額に対する貸付利率 
0.341666％ 

ただし,特例適用期間中は財政
融資資金預託金利率により別
表４のとおり変動する。 

  ４. 高額医療貸付限度額  
高額医療費支給見込額の8割相当額 
貸付利率  無利息 

  ５. 出産貸付金限度額 
  法定給付額の8割相当額 

貸付利率  無利息 

４ 人件費及び事務費の最高

限度額 

職 員 給 与

旅 費

事 務 費

3,271千円

1,476千円

5,652千円

職員給与

旅 費

事 務 費

3,271千円

1,476千円

5,652千円



 

別表1  平成21年7月1日～平成22年3月31日 

 

 

      ※ 平成22年1月1日から平成22年6月30日→平成21年10月1日の財政融資資金利率 

 

別表2  平成22年4月1日～ 

 

      ※ 平成22年7月1日から平成22年12月31日→平成22年4月1日の財政融資資金利率 

 平成23年1月1日から平成23年6月30日→平成22年10月1日の財政融資資金利率 

 

別表3 平成21年7月1日～平成22年6月30日 

    ※ 平成22年1月1日から平成22年6月30日→平成21年10月1日の財政融資資金利率 
 

別表4 平成22年7月1日～ 

      ※ 平成22年7月1日から平成22年12月31日→平成22年4月1日の財政融資資金利率 

平成23年1月1日から平成23年6月30日→平成22年10月1日の財政融資資金利率 

 

 

 

財政融資資金預託金の利率 借入利率 

年3.2％以上 年3.2％ 

年2.4％超3.2％未満 基準日の財政融資資金利率（※）

年2.4％以下 年2.4％ 

財政融資資金預託金の利率 借入利率 

年4.1％以上 年4.1％ 

年2.4％超4.1％未満 基準日の財政融資資金利率（※）

年2.4％以下 年2.4％ 

財政融資資金預託金の

利率 

住  宅 災  害 激甚災害の据置期間 在宅介護 

年3.2％以上 月0.288333％ 月0.24％ 月0.156666％ 月

0.266666％

年2.4％超3.2％未満 基準日の財政

融資資金利率

（ ※ ） ＋ 年

0.26％ 

 
左記×12分の
10 

基準日の財

政融資資金

利率（※） 

年2.4％以下 月0.221666％ 月0.185％ 

 

月

0.143333％ 

月0.2％ 

財政融資資金預託金の

利率 

住  宅 災  害 激甚災害の据置期間 在宅介護 

年4.1％以上 月0.363333％ 月0.3025％ 月0.194166％ 月

0.341666％

年2.4％超4.1％未満 基準日の財政

融資資金利率

（ ※ ） ＋ 年

0.26％ 

 
左記×12分の
10 

基準日の財

政融資資金

利率（※） 

年2.4％以下 月0.221666％ 月0.185％ 

 

月

0.143333％ 

月0.2％ 



 

貸 付 経 理 

予 定 損 益 計 算 書 

※ 当初予算から変更がないため，掲載を省略する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

予 定 貸 借 対 照 表 

※ 当初予算から変更がないため，掲載を省略する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     （行財政局人事部厚生課） 


